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なお、構成員の一部が指名停止措置を受
けたことにより、残余の構成員が新たな設
計共同体の結成を行う場合及び残余の構成
員が単独により参加表明書を提出する場合
は、参加表明書の提出期限（別表１に示
す日時）までは参加表明書の再提出は認め
るものとするが、提出期限以降の参加表明
書の再提出は認めない。
３）技術提案書を提出しようとする者の間に
以下の基準のいずれかに該当する関係がな
いこと。
 資本関係 以下のいずれかに該当する
二者の場合。
ａ）子会社等（会社法（平成17年法律第
86号）第２条第３号の２に規定する子
会社等をいう。ｂ）において同じ。）と
親会社等（同条第４号の２に規定する
親会社等をいう。ｂ）において同じ。）
の関係にある場合
ｂ）親会社等を同じくする子会社等同士
の関係にある場合

 人的関係 以下のいずれかに該当する
二者の場合。ただし、ａ）については、
会社等（会社法施行規則（平成18年法務
省令第12号）第２条第３項第２号に規定
する会社等をいう。以下同じ。）の一方が
民事再生法（平成11年法律第225号）第
２条第４号に規定する再生手続が存続中
の会社等又は更生会社（会社更生法（平
成14年法律第154号）第２条第７項に規
定する更生会社をいう。）である場合を除
く。
ａ）一方の会社等の役員（会社法施行規
則第２条第３項第３号に規定する役員
のうち、次に掲げる者をいう。以下同
じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼
ねている場合
 株式会社の取締役。ただし、次に
掲げる者を除く。
イ）会社法第２条第11号の２に規定
する監査等委員会設置会社におけ
る監査等委員である取締役
ロ）会社法第２条12号に規定する指
名委員会等設置会社における取締
役

 会社法第402条に規定する指名委
員会等設置会社の執行役
 会社法第575条第１項に規定する
持分会社（合名会社、合資会社又は
合同会社をいう。）の社員（同法第
590条第１項に規定する定款に別段
の定めがある場合により業務を執行
しないこととされている社員を除
く。）
 組合の理事
 その他業務を執行する者であっ
て、からまでに掲げる者に準ず
る者

ｂ）一方の会社等の役員が、他方の会社
等の民事再生法第64条第２項又は会社
更生法第67条第１項の規定により選任
された管財人（以下単に「管財人」と
いう。）を現に兼ねている場合
ｃ）一方の会社等の管財人が、他方の会
社等の管財人を現に兼ねている場合

 その他の選定・特定手続の適正さが阻
害されると認められる場合
組合とその構成員が同一の入札に参加して
いる場合その他上記又はと同視しうる資
本関係又は人的関係があると認められる場
合。
 参加表明書に関する要件
１）参加表明書の提出者に対する要件（業務
説明書による）
２）配置予定技術者に対する要件（業務説明
書による）

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
（業務説明書による）
 配置予定の技術者の資格
 配置予定の技術者の経験及び能力 同種又
は類似業務の実績の内容、担当した業務の業
務成績、表彰、手持ち業務の状況

４ 技術提案書を特定するための評価基準（業務
説明書による）
 配置予定の技術者の資格

 配置予定の技術者の経験及び能力 同種又
は類似業務の実績の内容、担当した業務の業
務成績、表彰、手持ち業務の状況、ＣＰＤ
 業務の実施方針及び手法 業務の理解度及
び取組意欲、業務の実施方針、評価テーマに
対する技術提案書の内容

５ 手続等
 担当部局 〒8120013 福岡市博多区博多
駅東２10７（福岡第２合同庁舎） 国土
交通省九州地方整備局総務部契約課契約第一
係 電話0924763509（内線：2528）
 説明書の交付期間、場所及び方法 電子入
札システムにより交付する。交付期間は、別
表１に示す日時。
ただし、電子入札に対応していない等の理
由でダウンロードによる入手ができない場合
は、交付終了日の２日前までに５の担当部
局に連絡すること。
 参加表明書の提出期限並びに提出場所及び
方法
１）提出期限：別表１に示す日時
２）提出場所：５に同じ
３）提出方法
 電子入札対応の場合 電子入札システ
ムにより提出。ただし、容量が10ＭＢを
超える場合は、持参又は郵送（書留郵便
に限る。提出期限までに必着。）すること。
 発注者の承諾を得て紙入札方式による
場合 持参又は郵送（書留郵便に限る。
提出期限までに必着。）すること。

 選定通知の期日 選定通知の日は、別表１
に示す日。
 技術提案書の提出期限並びに提出場所及び
方法
１）提出期限：別表１に示す日時
２）提出場所：５に同じ。
３）提出方法
 電子入札対応の場合 電子入札システ
ムにより提出。ただし、容量が10ＭＢを
超える場合は、持参又は郵送（書留郵便
に限る。提出期限までに必着。）すること。
 発注者の承諾を得て紙入札方式による
場合 持参又は郵送（書留郵便に限る。
提出期限までに必着。）すること。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 契約保証金 納付（保管金の取扱店：日本
銀行福岡支店）。ただし、利付き国債の提供
（保管有価証券の取扱店）又は金融機関若し
くは保証事業会社の保証（取扱官庁 九州地
方整備局）をもって契約保証金の納付に代え
ることができる。また、公共工事履行保証証
券による保証を付し、又は履行保証保険契約
の締結を行った場合は、契約保証金を免除す
る。
 契約書作成の要否 要。
 当該業務に直接関連する他の設計業務の委
託契約を当該業務の委託契約の相手方との随
意契約により締結する予定の有無 有。（本業
務に関わる「その２業務」（設計意図伝達業
務））
 関連情報を入手するための照会窓口 ５
に同じ。
 ２１）に掲げる一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けていない者又は２
２）に掲げる設計共同体としての資格の認定
を受けていない者も５により参加表明書を
提出することができるが、その者が技術提案
書の提出者として選定された場合であって
も、技術提案書を提出するためには、技術提
案書の提出の時において、当該資格の認定を
受けていなければならない。
ただし、「建設コンサルタント業務等におけ
る共同設計方式の取り扱いについて」（平成26
年７月11日付け国地契第20号、国官技第99号、
国営整第84号）の７の設計共同体の構成員の
一部が指名停止措置を受けた場合の取り扱い
における申請期限の特例については、「特定建
設工事共同企業体の構成員の一部が指名停止
を受けた場合の取扱いについて」（平成10年３
月９日付け建設省厚契発第18号、建設省技調
発第63号、建設省営建発第22号）を準用し、
別表１に示す日とする。
 詳細は業務説明書による。
７ Summary

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Design

duties of Building For Miyazaki Pre‑

fectural PoliceSchool etc

ハ）会社法第２条15条に規定する社
外取締役
ニ）会社法第348条第１項に規定す
る定款に別段の定めがある場合に
より業務を執行しないこととされ
ている取締役
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